平成30年度　大阪府障がい者自立支援協議会

高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会
日時：平成30年７月11日（水）

　　　14時から16時まで

場所：大阪府立障がい者自立センター
　　　１階　大会議室
＜開会＞
○医療監挨拶

　福島でございます。本日は大変お忙しいところ、また、大変暑くなりました中、ご出席いただきまして本当にありがとうございます。
　大阪府では高次脳機能障がいの方々に対する支援事業に従前より行ってまいりました。少しずつではありますが、高次脳機能障がいの支援の輪が広がっていると思います。しかしながら、地域で高次脳機能障がい者を支えるにあたっての課題など、まだまだ多くございまして、引き続き、更なる普及や支援方策の検討が必要だと考えております。
　今後とも大阪府の高次脳機能障がい者の支援拠点である障がい者医療・リハビリテーションセンターにおきまして、専門的な相談、訓練、福祉サービス事業所に対する研修の実施、また、職種等を問わず、多くの方への高次脳機能障がいの啓発に取り組むことはもちろんのこと、大阪府の専門性を生かした市町村や事業所等を通じた地域の支援力の向上、関係機関による、よりよいネットワークづくりのための支援に努めてまいりたいと考えております。
　昨年度はワーキンググループ委員の方々にご協力をいただきまして、『地域で高次脳機能障がいの方々を支えるヒント集』を作成いたしました。高次脳機能障がいの特性を踏まえた支援会議や事例検討型研修の例で、各市町村における社会支援の活動例などを取り上げております。今年度はこのヒント集を周知し、地域での支援をより一層進めていきたいと考えております。
　平成３０年度は、第７次医療計画の始まりの年でございます。高次脳機能障がいに対応できる専門職の養成や、福祉連携、都道府県の連携についての強化を図る必要がございます。大阪府としましては、本日お集まりの委員及びオブザーバーの皆さま方のご意見をお伺いしながら、高次脳機能障がい者とその家族、関係機関に対する支援を、より一層進めていきたいと考えてございますので、皆さま方の一層のご理解と支援を賜りますよう、よろしくお願いいたします。
○事務局
（資料の確認、及び会議の公開についての説明）
　それでは早速ですが、議題に移りたいと存じます。ここからの進行は納谷部会長にお願いしたいと思いますので、部会長、どうぞよろしくお願いします。
○納谷部会長　
先ほどもございましたが、大変お忙しいところ、また暑い中、お集まりいただきまして誠にありがとうございます。
　まず、平成２９年度事業報告について、平成２９年度「高次脳機能障がい支援拠点機関における相談支援実績」についてご説明をお願いいたします。
○事務局　
（障がい者自立相談支援センターより資料１について説明）
○事務局　
（障がい者自立センターより資料２について説明）
（障がい者自立センターについてのＤＶＤ上映）
○事務局
（大阪急性期・総合医療センターより資料３－１から３－４について説明）
○事務局
　（堺市立健康福祉プラザ生活リハビリテーションセンターより資料４について説明）
○事務局
（障がい者自立相談支援センターより資料５、６について説明）
○納谷部会長
　ありがとうございました。ご意見はございませんか
○長尾委員　
堺市の障害施策推進課長の長尾です。いつもお世話になっております。
　先ほどの事務局の説明にもありましたとおり、高次脳機能障がいの方を支援していくにあたって、できるだけ身近な場所でいろいろなツールがあって支援していくことが一番いい形だと思うのですが。１点、参考で教えていただきたいと思います。
　先ほどの資料の説明の中で、資料３－２の裏面の一番下の「訓練後の社会復帰状況」の表の中で、福祉事業所３５人１８％とあるのですが、例えば、これは事業所に３５人通っている方の受け皿というか、事業所の数がどれくらいあるのか。もし分かればでいいのですが、それが１つです。
　あと、その事業所には地域性とか、限られた、固まっているのか、あるいはいろいろなところに事業所があるのかです。最後に、そのような受け皿の事業所が、感覚的にでいいのですが、高次脳機能障がいの受け皿の事業所が増えてきている傾向にあるのか、それともやはり一定の特定のところにとどまっている感じなのか、その辺の傾向を教えてもらえればと思います。
○事務局
　福祉事業所は作業所的なところとか、相談支援のところにつないだりする場合もあります。どこにつないでというところまではまとめていなくて、今の場ではお伝えすることができません。相談機関であったり、通所系のところであったりが含まれていると思います。
　地域は、患者さんが来られる範囲が広いので、市内であったり、市外のところであったり、ばらばらの事業所にはなります。受入先は、高次脳機能障がいに関しては減ってはいないように思います。ある程度、高次脳機能障がいについて説明をしてつなぐ形になりますので、何らかで高次脳機能障がいの対応をされた方は、以前よりは増えてきているのではないかと思います。ただ、すごく急激に増加している感じではないという認識です。
○納谷部会長
　私からは単純な質問ですが。自立センターの利用は非常に脳血管障がいが多いのですが、外来ＯＴは圧倒的に脳外傷です。それの大きな違いは何によるのですか。
○事務局
自立センターの利用者は福祉サービスの利用ということで、資料２にあるのですが、利用者の年齢の範囲は平均は４７歳ですが、１９歳から６３歳。年齢の幅が病院の入院の患者とは違っているというのですが。その辺が違いとしてでてきていると思います。
○納谷部会長
　なぜ自立センターには、あなたが仰るようにお年寄りが多くて、病院のほうは若い人が多いんですか。自然発生的に脳血管障がいのほうが多いのは多いです。何か内情をご存じの方のご意見を聞くことができればと思います。
○辻野委員
　統計の数字には機能訓練を含んでいるからではないのですか。身体症状を伴っている方が、脳卒中に比較的多くて、頭部外傷の人は高次脳機能障がいを伴う方が比較的多いという理由ではないかと思います。
○納谷部会長
　分かりました。資料３－４の説明でおっしゃった、脳損傷がある人の子どものケア、子どものケアについてですが、特に、私が気になったのは３歳、４歳、５歳くらいの子どもがよくいじめにあったり、（脳損傷のある）お父さんに放り投げられたりすること。あるいは思春期の子が「自分がこうなったのはお前のせいだ」といってお父さんをいじめるとか、いろいろな問題があるので、次をどうするかということもお考えいただけたらと思います。イギリスのオリバーザングウィルセンターなどは、子どもさんを集めてまずは脳外傷がどのようなものかレクチャーをしておりました。これは要望ということで。
　あとは、いつも聞かれることですが、モデル事業の「モデル」はいつ取れるのかと、１つはどのようにして取っていこうとされているのか。もう１つは、ずっとなかなか始まらなくて、ようやく鳳で始まったのですが、鳳だけでいいのかどうかですね。堺市は鳳だけでいいのかもしれませんが、大阪府全域で1カ所では大変ではないかと。
○事務局
　昨年度末の時点で、事業終了者を含めて６６名がこの事業を受けておりまして、５月末時点で公安委員会で結果が出ているのは４９名となっております。高次脳機能障がい当事者の運転再開ニーズに応えるために、公安委員会が運転の可否を判断できるよう、医師の診断書を求められることがあるのですが、医師が診断書を作成する上で、実際に車に乗って、当事者の方がどのような反応をされるかという情報を必要とされる場合があります。
　高次脳機能障がい者の運転適性をどのように評価、判断するかについてはまだ確立されておりません。研究会等でも議論がされ始めたと聞いているのですが、それを待つ間にも医師に対して運転適性にかかる診断書を出してほしいという要請は多くあります。そのため、大阪府としましては、引き続き自動車モデル事業を実施いたしまして、どのようなスキームであれば医師が診断書を作成するために、必要な情報をスムーズに提供できるのかについて、検討していきたいと考えております。そのため、今しばらくモデル事業として事例の収集が必要だと考えているところです。
　それと、数を増やさないのかにつきましては、大阪府内の一部の医療機関で、シミュレーターなどを導入して診断書の作成をしているところがあります。また、日本作業療法士会におきましては、各都道府県の作業療法士会自動車運転再開支援担当者が設置されております。大阪府の作業療法士会の担当者との情報共有も図っておりまして、大阪府内の医療機関の情勢や作業療法士会の活動なども踏まえて、私たちは考えていく必要があると思っているところです。
○納谷部会長
　ありがとうございます。いろいろ頑張っていただいていると思うのですが、大阪府は実車をやろうと鳳で始めたわけです。これはまた今後の課題だと思うし、シミュレーターだけでいいのであれば、何も実車をやる必要はないので、シミュレーターで十分なのかどうかということも、モデル事業の中ではっきりさせていくべきだろうと。鳳でやっているということは、実車がいるという考えに立っているので、その辺もご検討いただけたらと思います。
　ほかにございませんか。
○岡野委員
　職業センターの岡野と申します。資料３－２の就労と福祉事業所があったのですが、この就労というのは復職と再就職ということでよろしいのでしょうか。例えば、就労継続Ａ型も一応雇用契約があるのですが、それも含めて就労に入っているのかどうかを教えていただきたいです。
○事務局
　先ほどおっしゃったとおり、新規就労、復職ということで、就労継続Ａ型は就労のほうに入っております。
○納谷部会長
　同じようなことを聞きたいのですが、外来OTもそうですし、自立センターで就労された方も、就労されてから１年後、２年後、３年後は、どのようにフォローされているのですか。何か就労したら終わりみたいに聞こえます。だけど就労は入り口で、多くの方が就労してみたけどあかんかったとか、仕事に行ったけれどもあかんかった人はいっぱいいるので、その辺はどのようなフォローのされ方をしているのか。
○事務局
　病院のほうは就労されたあと、基本的に大体３カ月に１度くらいの受診が入っている方が多いので、そのときに受診のときに先生に聞いていただいたあと、ＭＳＷ（Medical Social Worker：医療ソーシャルワーカー）に状況を知らせていただきます。そのときに、いろいろな問題が出てきている場合は、それこそ岡野さんのいる職業センターのほうに相談をしたり、情報を提供したりすることもあります。

　あとは、ＯＴのこちらの訓練が終わったあと就労された方については、うちのＯＴの訓練は１クール２４回が終わったあともしばらく定着するまでのフォローということで、１カ月に１回とか何カ月かに１回来ていただいて、状況を確認させていただいて、必要であればMSWやコーディネーターが対応する場合もあります。ＭＳＷもやはり就労されたあとのケアは必要と思っているので、そのあたりも発信されていることをなるべくキャッチできるように、お話をできるだけ伺うように心掛けているというところです。
○納谷部会長
　基本的に病院の外来でフォローしていますということですね。自立センターはどうですか。
○事務局
　自立センターは、１年後、２年後ということで、期限を決めての継続的なフォローはできていなかったということです。今年度から生活訓練のほうで、就労されて半年間継続をされた方には加算が付くようになったというところでは、この３月でいったん全員の方、昨年度退所された全員の方に連絡をとりまして、状況を確認しております。今後、この制度については継続される予定なので、一応、半年後には必ず確認するということ、就労の継続支援とか障がい者就業・生活支援センターとか、訓練校にいかれた方については、その後就職されましたかという状況の確認と、もしそのときに就労されていたなら、また半年後に継続してフォローしていく体制は考えております。
○納谷部会長
　ありがとうございます。逆にもしうまくできなかったら、駆け込みではないですが、相談しにおいでという制度はありますか。就職させて、あるいは復職してうまくいかなければまたここに電話してねとか、そのようなことはありますか。
○事務局
　障がい者就業・生活支援センターにつないでいます。また、何かありましたら相談に乗りますというお伝えはしています。もし本当に継続が難しいとか、何か困ったことがありましたら、しかるべき相談機関に相談はさせていただいてはいます。
○笹井オブザーバー
　大阪府こころの健康総合センターの笹井です。資料３－１の裏面の円グラフを見ていただきたいです。図４のバイク乗車、自転車乗車、歩行中等々これは交通事故統計、一般的な統計の定義といいますか、それに沿って資料ができているのですか。これを見ていて、そこがよく分からなかったのですが。多分、交通事故の、高次脳機能障がいというよりも、事故で障がいが発生したときの統計の定義があるはずです。例えば、バイク乗車というのはこういうケース。自転車乗車というのはこういうケース。というように、僕は想像したのですが。
○辻野委員
　これは救急診療科が最初に、搬送時に聴取してカルテに書き留めていたまま、歩行中の事故であればそこ、自転車運転であればそこに入れているという、そのような書き方です。
○笹井オブザーバー
　もし可能でしたら、警察統計、交通事故統計などで、きちんと定義が普通あるはずなので、それと比較できるようにすれば、重大な事故の、高次脳機能障がいの人の場合の事故は一般の事故と比べてどうかということが、分かる可能性があるかと思って見ていたのですが。
○辻野委員　無学で申しわけないのですが、例えば、定義によって自転車運転中の事故が、歩行者だったりするということがあり得るということでしょうか。
○笹井オブザーバー　歩行中というのが特に分からなかったです。例えば、自転車にぶつけられて外傷なのか、自動車でぶつけられて外傷なのか。その辺がこれを見る限りちょっと。
○辻野委員　含まれていると思います。その患者さん自身が歩行中であったという意味だと思います。
○笹井オブザーバー　そうですか。もし一般的な統計の定義があるようでしたら、僕も知らないのですが、それに合わせて比較できるようになれば、もう少し内容が分かるのかなと思いました。
　それともう１つ教えてほしいのですが、自転車事故の防止は今何か動きはあるのでしょうか。
○辻野委員
　それは私どもの範疇ではないのですが、自転車運転者は信号を守らないとか、マナーの問題が非常に大きいのではないかと、個人的には思っております。そのようなことを警察がおそらく今、啓蒙しているところではないでしょうか。そのくらいしか分かりません。
○納谷部会長
　議題２へ移りましょうか。「平成３０年度事業計画（案）及び今後の方向性について」

○事務局
（障がい者自立相談支援センターより資料７－１から１１について説明）
○事務局
（堺市立健康福祉プラザ生活リハビリテーションセンターより資料１２について説明）　
○納谷部会長
　それでは、今までのところで、ご質問、ご意見はないですか。アンケートはもういっているのですか。もう配付されて。
○事務局
　はい、順次発送作業をしています。
○納谷部会長
　そうですか。昨日から読ませていただいて、やっておられるのならいいのですが。ただ、アンケートというのは、大阪府の意図が出てくるものなので、非常に重要である。どうなのですか、これは。当事者、家族から見れば、何か高次脳機能障がいはみんな困った人である、困ったことだけを聞くのかというように捉えられかねない。逆に言えば、おたくの事業所で成功した例を教えてくれという、うまくいったということを教えてほしいというのが、まず前に来るのではないかという印象がありました。いかがでしょう、何かご意見はございますか。
○稲塚委員
　交野自立センターの稲塚と申します。先ほどのアンケートのところで、少しお伺いしたいのですが。グループホームをお使いの方に対して、住んでいらっしゃるのですが、それは日中の事業所でお願いするのですか。生活面ですごくお困りの方がいるのですが、その辺のところよりも、日中の作業のところですか。
○事務局
　はい、日中の事業所のほうでサービスを受けておられると思いますので、そちらでのアンケートをさせていただく、調査をさせていただきたいと思っております。
○納谷部会長
　グループホームは調査対象に入っていないのですか。
○事務局
　この調査におきましては、日中の作業所や事業所にお送りさせていただくこととしておりまして、生活場面、生活の部分については送ってはおりません。
○納谷部会長
　ほかにございませんか。３０年度の話が始まっておりますが重要なところなので、こんなこともやってほしいなとか。
○辻野委員
　自動車運転モデル事業の話に戻りますが、公安委員会と定期的に話をする機会は、この事業に関してあるわけでしょうか。
○事務局
　既に公安委員会に寄らせていただいて、この事業のお話などはしたのです。公安委員会からも定期的、１回限りではなくて、お話しする機会ができればいいですねということで、こちらからもどこかだけではなくて、関わるいろいろなところがお互いに協力していって、連携できたらいいですねとお話をしています。今後も連携していきたいと思っています。
○納谷部会長
　コンサルテーション事業というのは市町村が対象になるということで、市町村にぜひご意見を言っていただければ。
○小林委員
　今のコンサルテーション事業というのは、市町村というよりも、市町村内にある事業所が対象ということでよろしいですね。
○事務局
　はい。事業所におきまして、支援に困られているということでありましたら、その事業所に対して、私どものコーディネーターが出向きまして、お手伝いをさせていただきたいと思っております。
○小林委員
　あと、先ほどのアンケートの件です。先ほども言われていましたが、事業所で何か問題があるかというところですが、実際事業所は精神、身体、知的、全ての方を対象にやっておられますので、高次脳機能障がいだから特別にこうというところは、あまり市町村、和泉市では聞かないのですが。逆に言えば、高次脳機能障がいによって収入が得られなくなって、作業所などには行くのですが、あとの生活面のほうがすごく問題があるという話が多いです。
　今回のアンケートの中に、そのような部分は入ってこないみたいな感じだったので、その辺は平成２９年度まであった地域支援ネットワーク体制整備事業が終了したということで、市町村にうまく引き継がれているような感覚がないので、どうしていけばいいのかを教えていただけたらありがたいです。
○事務局
　地域支援ネットワーク体制整備事業を昨年度末で終了させていただきまして、今後は、もともと障がい者を支援するネットワークの構築につきましては、市町村でやっていただくというところがありますので、高次脳機能障がいの方の支援、それから、高次脳機能障がいの方の支援についての連携も市町村が中心になって、構築していただきたいと考えております。
　そのためにもヒント集を私たちは作成いたしまして、市町村の中で高次脳機能障がいの方を取り巻く支援について、支援会議であったり、事例検討型の研修を活性化していただけるように、参考にしていただけるように作ってまいりました。なかなか市町村からは、そのような引き継ぎがなされていない気がするというところも、私たちは受け止めまして、今後も研修などがありますので、そのようなところでもまた詳しくお伝えをさせていただければと考えております。
○納谷部会長
　ついでに、地域支援ネットワーク体制整備事業が引き継がれているところはいいのですが、引き継がれなかったところは、地域はどのようなところでしょうか。地域コーディネーター拠点施設、大阪府のお金が来なくても何とか頑張りますと言っているところもあるようですが、もう止めますと言っているところはどれくらいあるのでしょうか。
○事務局
　止めますと、はっきりおっしゃっているところはございません。したいと思っているけれども、実際に動きができないところはいくつかございます。積極的にこれからしないということではないかと思います。２つぐらいは、難しいのかなというところはございます。圏域を出していいのか、まずいのか分からないので、はっきりとは申し上げませんが、２つぐらいは難しいかなというところはあろうかと思います。
○納谷部会長
　わずかなお金でも出ていると、出ているからやらないといけないと、施設の中でなるのでしょうね。それがなくなると、難しいところもあるかと思います。なくなるところは、大阪府に、直接的には難しいと思いますが、何か工夫をしていただけたらということですね。ほかはございませんか。
○笹井オブザーバー
　ヒント集の３５ページになります。家族交流会がありますが、このようなものは大体、全市町村に出来上がっているのですか。どのような状況でしょうか。
○事務局
　全市町村に津々浦々あるかといいますと、それはないと思います。
○笹井オブザーバー
　これを使って、関係者に啓発をされると思うのですが、もう少しほかに、社協やいろいろなところに働き掛けて作ってもらうような、そのようなことはできないですか。
○事務局
　まず私たちは市町村の担当職員向けの研修をさせていただいておりますので、そちらでお伝えをさせていただきたいと思っております。それで市町村の方にはヒント集などを参考にしていただくことで、このような取組みができると思うというところで、社協などにも伝えていただくことができるのかと考えております。
○笹井オブザーバー
　先ほどありましたように、家族は多分いろいろな苦労なり、問題なりを抱えておられて。お金の問題もあるでしょうし、多分、その市町村の生活困窮者の相談窓口や、ここにも少し書いてありますが、このような問題や病気を抱えた人はたくさんいる可能性もあります。何とか、そのような、どこかほしいときに家族が話し合えるようなものを何とか作っていただければありがたいかと思います。
○納谷部会長
　堺市の事業団は委託事業を受けているのですね。
○事務局
　はい、委託事業で堺市社会福祉事業団に受託をしていただきまして、内容としましては、家族会、当事者会に来ていただきまして、紹介をさせていただくとともに、当事者の方、支援者の方に家族会、当事者会の資源の大切さをお伝えしたいと考えております。
○前川委員
　高次脳機能障がいに限らず、認知症であるとか小児の障がいとか、みんながそうですが、全部市町村に丸投げしたら大変だなと。市町村の人口規模であるとか、職員の数とか、財政規模とか、すごく大変だなと思うことがあって。やはり、それなりの地域の広域で共同して取り組むとか、そのような形で事業展開していったり、あるいは支援とか生活困難とか、そのようなことのくくりの中で、ある程度、一緒に物事を考えていくとか、そのようなことをやっていかないと、高次脳機能障がいだけを取り上げてとか、そのようなことではとても難しいのではないかという気もします。どうでしょうか。
○事務局
　地域支援ネットワーク体制整備事業につきましては、５年間させていただいたところがあります。もちろん、いきなり丸投げと思われてしまうのかもしれませんが、私どもとしましてはバトンを放り投げたつもりではもちろんないのです。一応、バトンゾーンというところでバトンをお渡ししたいと思っているところもありまして、なので、ヒント集なども作りながら、市町村の方が少しでも高次脳機能障がいの支援について、入り込むことができるようにというところで、取り組んで来たところではあります。
○前川委員
　例えば、障がいという部分だけではなくて、高齢者福祉やそのようなものともう少しオーバーラップするところでお互いもう少し協力し合える仕組みみたいなものを作っていただいたほうが。この領域に働く人間はこれからどんどん数が減っていきまして、対象となる数は増えてきますし、ということになると、大変かなと思います。
○納谷部会長
　市町村といいましても規模が違いまして、大きな規模のところは豊中市とか、堺市はまた別ですが。今は大阪市と大阪府の切り分けはどのようになっているのでしょうか。
○事務局
　私どもとしましては、大阪市はとてもいい資源を持っておられますし、人口規模も大きくて、十分、高次脳機能障がいを取り組める市だと考えておりますので、そこは私たちは主体的に取り組んでいただけるようお願いをしていきたいと思っております。それで働き掛けをさせていただいているところです。
○納谷部会長
　大阪府の立場としては、そのようなこところですよね。ただ、もう少し上のレベルでの大阪府と大阪市の検討が必要で、どのくらい上げられるかですね。福祉部をあげて検討していただきたいと思います。毎回毎回、それが問題となっていますけれども。ほかにございませんか。
○渡辺委員
　先ほど、前川委員におっしゃっていただいたように、自治体の規模に応じてなかなか取り組める課題が限られていまして、町村レベルでいうと、高次脳機能障がいだけを取り組むのは非常に厳しいと思います。ですので、圏域でいけば、うちは南河内地域で、富田林市、河内長野市、大阪狭山市、３市２町１村で広域福祉課を設置して、そのような取組みは進めていくのだろうと思いますので、そこら辺への働き掛けはきちんとやっていただきたいと思います。その辺はお願いいたします。
○納谷部会長
　村とか町では、小さい中でもよくやっている印象ですけど。ほかに何かございますか。将来に向けて何でも結構です。
○石橋委員
　意見とかではないのですが、先ほども出ていました家族会のことです。私たちはサポートセンターとは別の会をやっていますが、それが２３年になります。だんだん、会員さんが減っています。それは高齢化によってとかもあるのですが、各地域に（家族会が）できてきたので、そちらのほうに属するというので、止めていく方もいらっしゃいます。理由はいろいろですが、全体的な印象として、情報さえもらえればそれでいいのだという人がすごく多いです。それは若い方がそうです。なので、きちんと顔を突き合わせて、話がしたいという方たちがどんどん減っているという印象です。家族会を必要とする人たちは、どちらかというと古いタイプの人間なのかなという印象で、今、細々と会をやっているような状態です。
　それと、サポートセンターでは２年くらい前から住まいということにすごく重点を置いて、いろいろなことを考え始めています。というのも、やはり介護者が高齢化してきて、高次脳機能障がいの方は施設になかなか入りづらいとか、中途障がいなのでご兄弟に見てもらうことができない家庭環境があったり、家族に丸投げということを、あまり考えられない状況の人がいっぱいいるので。そうしたら、介護者がその人を見られなくなったときにどのようにしていくのだろうと、ほかの障がいの方もそうなのですが、「親亡き後」ということで、いつもテーマになっていることですが。
　そのようなことでグループホームを何とかできないかとか、シェアハウスをできないだろうかと、具体的に考え始めています。また、そのようなことでお力をお貸しいただきたいということもあると思いますので、よろしくお願いいたします。以上です。
○土生委員
　意見ではないですが、少しお伺いしたいことがあります。資料８コンサルテーション事業の今後のスケジュールということですが、今年度は最大５カ所とおっしゃっていたのですが、実際、来年度になるとどれくらいの事業ができるのか。あともし、応募がいっぱいあった場合、選考の基準があれば教えていただければと思います。
○事務局
　今年度は実際に事業として始めるのは１１月ぐらいになると思っておりますので、５カ所くらいになるかと考えております。５カ所というのも、大体、事業所に足を運ばせていただく回数が、２回から３回くらいになるのではないだろうかと、私たちは考えておりますので、１カ月に１事業所、あるいは多くても２カ月に３事業所になるのかというところで、その数字になっているところです。
　今年度にやってみないと分からないのですが、変更するところは変更しながら、よりよい形にできるように考えて取り組みながら、来年度以降も実施したいと思っております。派遣要請といいますか、手伝ってほしいところが、もしたくさん声を上げていただけるのであれば。でもなかなか全部が全部、いけることではないですので、お話をお伺いさせていただきまして、緊急度やお困り具合みたいなところも検討させていただきながら、基準ははっきりと検討していないところなのですが、そのあたりが大きなものになると考えております。
○山口オブザーバー
　大阪府吹田子ども家庭センターの山口です。子ども家庭センターは大阪府内に６カ所ございますが、６カ所の相談担当者に確認しましたところ、個人の高次脳機能障がいを主訴とする相談はなかったということです。ただ一方で、保護者による子ども虐待、児童虐待とか、保護者の安全配慮義務の不十分さによる子どもの家庭内での事故などの場合については、子どもの受傷については、子どものケアとともに高次脳機能障がいの観点からの支援を、考えていかなければいけないと強く思っております。
　今回の資料についても全センターで共有していきたいと考えております。特に、先生もおっしゃった支援者の困り事は、おそらく当事者の困り事であり、当事者の困り事は私たちの対象でいうと子どもさんが困っているのだと。子どもが困っていると考えたときに、どのような支援ができるのかを考えるときには、今回、いただいたような資料はとても大切と考えているところです。ありがとうございます。
○納谷部会長
　特に、私の印象ですが。頭を損傷した子どもたちは、いろいろなことがあります。そこから男の人が怖いとか、大人が怖い、職場が怖い、となります。職場でいじめられる人もいます。そういう意味では、虐待とは違うのかもしれませんが、いじめという問題が１つある。
　もう１つはやはり、高次脳機能障がいの人は、特に最初のころはイライラします。３歳、４歳、５歳くらいの子どもに「静かにしろ」と言うのですが、なかなか静かにできない。「きゃあきゃあ」言います。そうすると音過敏があったりすると特に、うるさくて仕方がない。つい、そこら辺にある物を投げてしまって「おとうちゃんは嫌いや」と、「おとうちゃん怖い」となってしまうと言うことを、よく聞きます。今後は特に子どもの脳損傷や、脳損傷者の子どもについて考える必要があります。
○坂口委員

今日初めて参加させていただいたのですが。大阪急性期・総合医療センター、神経内科の坂口と申します。私は日ごろ脳卒中を専門でやっているのですが、脳卒中で高次脳機能障がいの患者がおられますし、神経内科ではその疾患で、結構若くして外来に来られています。いろいろと教えていただいて、よく分かりました。このような問題についても考えさせていただいて、また来年よろしくお願いいたします。
○納谷部会長
　脳卒中の人は医者によれば脳血管性認知症と診断されて、そのような診断が適切なのか分かりませんが。今度は介護保険のほうに入っていて、高次脳機能障がいは全く関係ないと思っておられる方もあるようです。この問題はいろいろなところに関係していて、これはここまでと線を引くことが難しい。そういう意味では特に、福祉、医療と連携をしていただいて、それぞれの専門家は高次脳機能障がいだけ特別には思っておられないし、福祉行政も絡んで、広がりをご理解いただけるといいのですが。これから大阪府は大変ですが、がんばっていただきたいと思います。
それでは事務局にマイクを返します。
○事務局
　ありがとうございました。皆さま方、お忙しい中、活発にご議論をいただきましたこととともに、貴重なご意見を賜り本当にありがとうございました。いただきましたご意見等につきましては、事務局で順次整理を行いまして、今後の各事業の推進に生かしていきたいと思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。
　それではこれをもちまして、高次脳機能障がい相談支援体制連絡調整部会を閉会させていただきます。
＜閉会＞
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